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1 はじめに 
近年、平成 28 年熊本地震や平成 30 年北海道胆振東部地

震等、全国において大規模な地震が発生しており、多数の

斜面崩壊が生じた。直近では、北陸地方において令和 6年
能登半島地震が発生し、甚大な被害が発生した。 
このような被害を防止・軽減するためには、大規模な地

震に対して事前に防災対策を検討しておく必要があり、例

えば、地震時の斜面崩壊危険度を評価することが重要であ

る。 
本検討では、このような背景を踏まえ、近い将来発生が

予想されている南海トラフ巨大地震を対象に、四国地方に

適した地震時斜面崩壊危険度評価式（以下、評価式）を作

成するとともに、四国地方の斜面崩壊危険度評価を試みた。 
 
2 評価式の作成方法の概要 
評価式は、対象地域における過去の地震時斜面崩壊事例

を用いて作成するが、ここで対象とする四国地方では、過

去の大規模な地震（南海地震等）によって斜面崩壊が群発

し、甚大な被害が生じた詳細な記録が現時点では見つかっ

ていない。 
そのため、四国地方の内帯と地質が類似する六甲山系（平

成 7 年兵庫県南部地震）で発生した地震時斜面崩壊事例を

対象として、種平ら 1)の手法によって評価式を作成するこ

ととした。 
 
3 使用データおよびデータ整理 
地形データには、LP データ、基盤地図情報、全球高精度

デジタル 3D 地図を使用し、これらのデータより、10m メ

ッシュの標高を整理するとともに、国総研資料 2)と同様の

方法でその標高から斜面勾配を算出した。 
四国地方（南海トラフ巨大地震）の地震データには、中

央防災会議資料 3)の最大ケースの震度データを使用し、童

ら 4) の計測震度 I と最大加速度 Amax の関係式

〔I=0.59+1.89log10(Amax)〕より最大加速度を算出した。また、

六甲山系（平成7 年兵庫県南部地震）の最大加速度は、「断

層最短距離を用い、距離減衰式 5)をトレンド成分として観

測値との誤差を補間（Kriging法）する方法」より算出した。 
六甲山系（平成 7年兵庫県南部地震）の崩壊地データに

は、国土交通省国土技術政策総合研究所の崩壊地判読結果

（流下域、堆積域を除く）を使用し、10m メッシュの重心

が崩壊地のポリゴン内に含まれるメッシュを「崩壊地あり」

と判定した。 
上記の方法により、斜面勾配、最大加速度、崩壊地の有

無を 10m メッシュ単位で整理した。 
 

4 評価式の作成 
評価式は、種平ら 1)と同様の方法で作成した。評価式お

よびその作成方法の概要は以下のとおりである。 
logP 式：log(P)＝kI＋f(a)、f(a)＝k’a＋b’ 
ここで、P：崩壊面積率、I：斜面勾配(°)、a：最大加速

度(gal)、k：斜面勾配と崩壊面積率の関係から求められる傾

き、k’：斜面勾配の影響を除いた最大加速度と崩壊面積率

の関係から求められる傾き、b’：切片値である。 
評価式作成手順 1：斜面勾配を 5°単位で階級分けし、階

級分けした斜面勾配と崩壊面積率の関係から係数 k を同定

する（図-1 参照）。なお、図-1 中の灰色プロットは、サン

プルデータ数が少ないため係数 k の同定の対象外としたデ

ータである。 
評価式作成手順 2：最大加速度の階級に依らず係数 k が一

定であると仮定し、最大加速度を50gal単位で階級分けし、

階級分けした最大加速度と切片値の関係から係数 k’と切片

値 b’を同定する（図-2 参照）。なお、図-2 中の灰色プロッ

トは、サンプルデータの斜面勾配に偏りが見られたため、

係数 k’と切片値 b’の同定の対象外としたデータである。 
上記の方法により、六甲山系（平成 7 年兵庫県南部地震）

のデータを用いて logP 式を作成した結果、以下の式が得ら

れた。 
log(P)＝0.0560I－0.0013a－5.19・・・式(1) 
ここで、logP 式は、斜面勾配、最大加速度の一次式であ

るため、斜面勾配や最大加速度の条件によっては崩壊面積

率が 100%を超過する可能性がある。 
そこで、四国地方の南海トラフ巨大地震を対象に、四国

地方の全メッシュのうち、式(1)により算出される崩壊面積

率が 100%を超過するメッシュの割合を確認した。 

 
図-1 係数 kの同定 

 
図-2 係数 k’と切片値 b’の同定 
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その結果、四国地方全体の0.6%以上のメッシュ（約 100 万

メッシュ以上）が崩壊面積率 100%を超過することが確認

された。 
上記の結果を踏まえ、崩壊面積率 100%超過の割合が

0.1%未満と少なくなるように、熊本式を参考に係数 k、k’
および切片値b’の調整を実施した。 
式(1)および熊本式の係数 k、k’および切片値 b’を整理し

た結果を表-1に示す。 
この表より、各式の係数や切片値を決定係数や適用範囲

を踏まえながら確認した結果、式(1)の係数 k’が高く調整の

余地があると考えられたため、係数 k’を段階的に下げなが

ら崩壊面積率100%超過の割合を確認した。 
この結果、係数 k’を 0.0011まで下げることで崩壊面積率

100%超過の割合が 0.1%未満となることが確認されたため、

式(1)を以下のように修正した。 
log(P)＝0.0560I－0.0011a－5.19・・・式(2) 

5 斜面崩壊危険度評価結果 
上記で作成した式(2)を用いて、四国地方の南海トラフ巨

大地震を対象に、斜面崩壊危険度評価を試行した。 
斜面勾配および最大加速度の分布図をそれぞれ図-3、図

-4に示し、危険度分布図を図-5に示す。 
これらの図より、式(2)による危険度評価結果では、高知

平野の極めて大きい最大加速度が想定される範囲の危険度

が斜面勾配に応じて適切に評価されており、想定される地

震動の強さに応じて概ね地形的に危険な範囲が抽出されて

いると考えられる。 
図-5によると、最も危険度が大きな地域において、概ね

3%の崩壊面積率で斜面崩壊が発生することが予測される

ことを示しているが、これは、兵庫県南部地震時の六甲山

地における斜面崩壊の発生状況をもとに仮定した係数等に

よって、南海トラフ巨大地震で想定されている最大加速度

分布に基づいて斜面崩壊危険度を評価した結果である。 
なお、四国地方では、過去の地震時に斜面崩壊が群発し

て被害をもたらした詳細な記録が見つかっておらず、今後

とも南海トラフ巨大地震等による斜面崩壊の発生危険度評

価方法について検討を続けていく必要がある。 
 
6 おわりに 
本検討では、南海トラフ巨大地震を想定した四国地方に

おける地震時斜面崩壊危険度評価を試みた。 
この成果は、地震発生時に河道閉塞が発生した場合に実

施する、土砂災害防止法に基づく緊急調査等の迅速化に資

するものと考えられる。 
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表-1 式(1)および熊本式の係数 k、k’および切片値 b’ 

 

評価式 k f(a) 決定係数 適用範囲
本検討で
作成したlogP式 0.0560 -4.27 0.992 I<65°

熊本式
（崖錐堆積物等）

0.0594 -4.42 0.971

熊本式
（溶岩・火砕岩等2） 0.0663 -4.64 0.983 10°≦I＜45°

評価式 k' b' 決定係数 適用範囲
本検討で
作成したlogP式 0.0013 -5.19 0.416 500gal≦a＜800gal

熊本式
（崖錐堆積物等）

0.0006 -4.70 0.175 300gal≦a＜1200gal

熊本式
（溶岩・火砕岩等2） 0.0012 -5.62 0.477 300gal≦a＜1200gal

 
図-3 四国地方の斜面勾配分布図 

 
図-4 南海トラフ巨大地震の最大加速度分布図 

（中央防災会議資料 3）を元に作成） 

 
図-5 式(2)による危険度評価の試行結果（危険度分布図） 
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